
３　主要事業の要求状況

部局等の名称

（単位：千円）

（目的）

（事業内容）

（注）政策調整会議時点のものであり、調整の結果、金額の変動、事業内容等の変更がありうる。

地域交流部

担当課要　　求　　事　　業　　の　　概　　要

（期間）
平成30年度

 
（限度額）

267,200

空港課

　近年の路線、便数の増加に伴う利用者数の増加により
ターミナルビル内の混雑がひどくなっており、現在の施設で
は、今後の路線や便数の充実への影響が懸念されるた
め、駐機場の機能強化を行う。

○エプロン（駐機場）舗装工事及び照明工事

事　　　　業　　　　名
29 年 度

現 計
予 算 額

（債務負担行為）

[空港施設機能強化事
業費（ゼロ県債）］

-

29 年 度
11月補正
要 求 額



３　主要事業の要求状況

部局等の名称

（単位：千円）

（目的）

（事業内容）

（注）政策調整会議時点のものであり、調整の結果、金額の変動、事業内容等の変更がありうる。

産業労働部

ものづくり産業課

　県、佐賀市、唐津市、玄海町において「美と健康に関する
連携協定」を締結したことを契機に、美と健康をテーマとし
た情報発信イベントを開催することにより、コスメティック構
想に関する理解促進を図る。

○「美容と健康」をテーマにした各種体験・展示を行う。
・化粧品や健康食品関連の企業によるブースの出展
・体験コーナーの設置（メイクアドバイス、肌診断、健康飲料
試飲など）
・美と健康に関する専門家による講演

29 年 度
11月補正
要 求 額

担当課要　　求　　事　　業　　の　　概　　要事　　　　業　　　　名
29 年 度

現 計
予 算 額

(新)

(債務負担行為）

コスメティック構想推進
事業費

-

（期間）
平成30年度

 
（限度額）

14,231



３　主要事業の要求状況

部局等の名称

（単位：千円）

（目的）

（事業内容）

（目的）

（事業内容）

（注）政策調整会議時点のものであり、調整の結果、金額の変動、事業内容等の変更がありうる。

29 年 度
11月補正
要 求 額

担当課要　　求　　事　　業　　の　　概　　要

畜産課

　 森・川・海の繋がりや、その適切な管理の重要性などにつ
いての普及啓発活動を行うことにより、「森・川・海はひとつ」
との考え方を広く県民に浸透させ、佐賀の豊かな自然環境
を未来に繋げる。

○知事と森・川・海の保全活動等に取り組んでいる方との紙
上対談を行う。
　※別途、森・川・海でリレーイベントを実施

18,426

（期間）
平成30年度

（限度額）
42,993

　牛肉の輸出促進などにより畜産業の振興を図るため、老
朽化の進む佐賀県食肉センターについて、EU・米国等への
輸出が可能な高度な衛生管理ができる牛専用処理施設等
を新たに整備する。

○輸出対応型の食肉処理施設の整備に向けた施設基本設
計委託

1,923

農林水産部

森林整備課0
森川海人っプロジェクト
推進事業費

事　　　　業　　　　名
29 年 度

現 計
予 算 額

(新)

74,451

佐賀県食肉センター施
設設備整備費

（債務負担行為）
佐賀県食肉センター施
設設備整備費



３　主要事業の要求状況

部局等の名称

（単位：千円）

（目的）

（事業内容）

（注）政策調整会議時点のものであり、調整の結果、金額の変動、事業内容等の変更がありうる。

県土整備部

29 年 度
11月補正
要 求 額

担当課要　　求　　事　　業　　の　　概　　要

(期間)
平成30年度

(限度額)
1,874,680

道 　路 　課
河川砂防課

　翌年度発注予定の事業を一部繰り上げて発注することに
より、雨期前における浸水対策、防災対策、安全対策など
の事業効果の早期発現を図るとともに、工事量の平準化
や端境期における中小建設業者の受注機会の確保につな
げる。

○道路整備交付金事業、道路保全事業、河川整備交付金
　事業、河川局部改築事業、河川保全事業、砂防施設整備
　事業、建設海岸保全施設整備交付金事業の請負契約に
　係る債務負担行為（ゼロ県債）の設定

事　　　　業　　　　名
29 年 度

現 計
予 算 額

（債務負担行為）

[建設工事早期着手対
策費（ゼロ県債）]

－



３　主要事業の要求状況

部局等の名称

（単位：千円）

（目的）

（事業内容）

（注）政策調整会議時点のものであり、調整の結果、金額の変動、事業内容等の変更がありうる。

教育委員会

-

（期間）
平成30年度

～
平成34年度
（限度額）

415,000

学校教育課

　今日の高度情報化、グローバル社会で必須とされるコミュ
ニケーション能力や情報活用能力等、生き抜く力の育成・
習得に向け、ICT利活用教育の推進に全県規模で取り組
み、教育の質の向上を図る。

○平成30年度の県立高校一年生用学習用パソコン6,170
台を5年リースで整備

29 年 度
11月補正
要 求 額

担当課要　　求　　事　　業　　の　　概　　要事　　　　業　　　　名
29 年 度

現 計
予 算 額

(新)
（債務負担行為）

学習用PC整備事業費


